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 は じ め に

　本書の執筆・編集にあたっては執筆者と編集者で議論を重ね，学生の学びを

助けるために，以下の 5つの工夫を凝らしている。

　第 1に，いずれの章も冒頭に各章のテーマに関わる「問い（QUESTION）」を

提起し，これらの「問い」に答える形で第 2節以降の解説を行うという流れで

構成されている。このような構成を採用した理由は，学生が教員の説明を一方

的に聞いて家族社会学の知識を覚えるのではなく，（講義形式の授業であっても）

「自分の頭で考える姿勢」やそのために必要となる「論理的思考力」「分析力
（統計データや資料などを読み解く能力）」も同時に身につけられるようにしたいと

考えたからである。「家族」のあゆみと現状を家族社会学の知見に基づいて理

解したうえで，今後の「家族」と「家族」を取り囲む社会や制度のあり方につ

いてみなさん 1人ひとりが意見や展望をもてるようになることをめざすと同時

に，本書を窓口として社会学のおもしろさ，社会学的な考え方や分析の仕方に

ついても触れてほしいと考えている。

　第 2に，各章の初めにその章で扱うテーマを端的に示す「キーワード
（KEYWORD）」を示すことにより，学生が学ぶ内容についての見通しをもちやす

くなるようにしている。なお，「キーワード」の意味や内容については本書の

記述だけでも理解できるように心がけたが，さらに調べたい場合には，「家族」

に関する代表的な事典である『事典家族』（比較家族史学会編，1996年，弘文堂）

のほか，「家族」に関するさまざまな現象や理論などを簡潔に解説している

『論点ハンドブック 家族社会学』（野々山久也編，2009年，世界思想社）や『よく

わかる現代家族』（神原文子・杉井潤子・竹田美知編，2009年，ミネルヴァ書房）が

役に立つだろう。なお，社会学の事典や辞典であれば，『新社会学辞典』（森岡

清美・塩原勉・本間康平編，1993年，有斐閣），『社会学事典』（日本社会学会社会学

事典刊行委員会編，2010年，丸善），『現代社会学事典』（大澤真幸・吉見俊哉・鷲田

清一編，2012年，弘文堂）などがよく使われている。持ち運びやすい大きさの辞

典としては『新版増補版 社会学小辞典』（濱嶋朗・竹内郁郎・石川晃弘編，2005

年，有斐閣）がある。
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　第 3に，学生が主体的に取り組むことによって理解を深められるよう，各章

末に複数の「課題（EXERCISE）」を用意している。官公庁のホームページなど

で収集した統計データを整理し，その結果を学生同士で議論する課題，アン

ケート調査やインタビューなどの社会調査を実際に行う課題，家族に関する映

画やテレビ番組の DVDを見て議論する課題など，さまざまなタイプの課題を

設けたので，学生や担当教員の興味・関心などに応じて自由に選んでいただき

たい。

　第 4に，紙幅の都合上，本文で詳しく取り上げることのできなかった「家

族」をめぐる新たな動きや，「家族」をより深く理解するために重要と考えら

れる概念や法制度などについては「Column」として収めている。こちらにつ

いても，「課題」と併せて授業内外で活用していただきたい。

　第 5に，本書は大学で半期（15回）の授業で教科書として利用することを基

本的には想定しているが，学生の興味・関心やクラスの特性などにあわせて，

さまざまな利用方法ができる構成にもなっている。講義形式の授業での用い方

としては，1章を平均 2回の授業で解説するスタイルが標準的となるが，たと

えば福祉・医療系の学生を対象とした授業では第 1章の後に，第 3章（家族・

貧困・福祉），第 5章（就業と家族），第 6章（妊娠・出産・子育て），第 7章（親 ‒

成人子関係のゆくえ）を中心に取り上げるといった用い方もできるだろう。

　また，ゼミなどの少人数授業の場合には 1週目に本文の解説を終え，2週目

以降に学生がグループ単位で課題に取り組むという用い方もできるだろう。第

1の特徴として説明したように，特に少人数授業で用いる場合には，「家族社

会学」の科目に限らず，社会学を初めて学ぶ 1年生や，社会学を専攻しない学

生が社会学に触れる入門書としても活用できるように工夫を凝らした。

　一定の水準を保ちつつ，教科書としての読みやすさや学ぶ楽しさも重視しな

がら執筆にあたったが，既存の社会学理論や仮説に加えて，「家族」の新しい

研究動向や社会現象もできるだけ盛り込みたいと考えたため，難しく感じられ

る部分もあるかもしれない。本書が「家族」を社会学的観点からとらえるにあ

たってのみなさんのよきパートナーとなることを願っている。

　本書の編集にあたっては，有斐閣書籍編集第 2部の堀奈美子さんにたいへん
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お世話になった。すべての研究会にご参加いただき，本書の企画から出版に至

るまでの全過程を見守り，適切な助言やサポートをしていただいたことに深く

感謝申し上げる。

　　　2015年 1月

 著 者 一 同　

　刊行後の追加情報などは以下のウェブサイトで提供する予定です。

　　http://www.yuhikaku.co.jp/static/studia_ws/index.html
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（斧出節子・木脇奈智子と共編）昭和堂，2008年。

読者へのメッセージ

　知識だけでなく，「考える」方法や，考えを「伝える」方法も学べるようにと，
この本をつくりました。そのために各章のはじめに「問い」を示し，可能な限り
「問い→仮説の提示→根拠（データ）の提示→結論（問いに対する答え）」という
形で議論を進めています。この本とともに，家族に関するさまざまな現象を考え
たり，調べたり，議論したりして，学ぶことのおもしろさを味わっていただけた
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読者へのメッセージ

　ふだんは身近な存在の家族ですが，本書を通して，その大切さ・危うさととも
に，歴史性や国家政策との深い関わりを学んでいただけるとうれしいです。大切
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1　は じ め に
結婚は衰退しているのか，変化しているのか

マクロな視点とミクロな視点

　結婚についての社会学的研究は大きく 2つに分けることができる。1つめは

ミクロ（微視的）な視点からの研究で，結婚内部の人間関係（たとえば夫婦の役

割関係，情緒関係，権力関係など）に焦点を合わせて結婚を考察する。2つめはマ

クロ（巨視的）な視点からの研究で，結婚を取り巻いている社会に目を向け，

社会との関係から結婚を考察する（たとえば社会の変化は結婚にどのような影響を

及ぼすかなど）。たしかに結婚内部の人間関係（ミクロ）は，それを取り巻く社

会（マクロ）から大きな影響を受ける。そこでこの章ではマクロな視点からの

結婚についての研究に焦点をあてる。

　この節では近代化によって結婚がどう変化したかについて 2つの考えを紹介

し，問いを提示する。次の第 2節では結婚とは何か，結婚は第二次大戦後にど

う変化したかについて，機能と法・制度という 2つの側面からみていく。続い

て近年の結婚の変化として第 3節では未婚化，第 4節では離婚の増加に注目し，

それぞれの要因や社会的対応について検討する。最後に第 5節では結婚を取り

巻く変化を「パートナーシップの多様化」ととらえ，多様なパートナーシップ

K E Y W O R DK E Y W O R D

q u e s t i o nq u e s t i o n

1　結婚とは何か（たとえば人々にとって結婚はどのような点で重要か，また法・制
度は結婚をどのように規定しているか）？
2　未婚化や離婚の増加は，結婚の衰退と考えられるか，あるいは現代社会に適応す
るための変化と考えられるか？
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を正当なものとして承認し，社会のなかに位置づける（包摂する）にはどうす

ればよいかについて，日本と他の社会との比較をもとに考える。

近代化と結婚――衰退論と適応論

　マクロな視点からの結婚研究における中心的な問いは，近代化の進展が結婚

にどのような影響を及ぼすかである。これについては，近代化によって「結婚

は衰退している」という議論（衰退論と呼ぼう）と，「社会に適応するために結

婚は変化しているだけであり，衰退してはいない」という議論（適応論と呼ぼ

う）が繰り返されてきた。

　19～ 20世紀半ば（前期近代とも呼ばれる）の欧米においては，産業化による

商工業や被雇用者の拡大，市民革命による個人の自由の拡大（民主化）を背景

に，家族の形態・機能が近代家族の（→第 2章）それへと変化し，離婚も法的

に認められるようになった。こうした社会変動を背景に，コントやル・プレー

など 19世紀の社会学者は「家族（結婚）は衰退している」と論じた
（Popenoe 1988）。しかし 20世紀に入ると産業化・民主化が社会に浸透し，第二

次世界大戦後には社会も安定して，男は仕事，女は家庭という性別分業に基づ

く核家族が社会に定着してきた。こうした変化を背景に，20世紀半ばになる

と社会学者たちは，「家族（結婚）は衰退したのではなく，産業化・民主化し

た社会に適合するように変化したのだ」と論じた（ハワード 1987〔1981〕）。た

とえばバージェスは，家族は制度に基づくものから友愛に基づくものに変化し

たと論じ（Burgess & Locke 1945），パーソンズは，性別分業型の核家族が産業

化した社会にもっとも適合していると論じた（パーソンズ＆ベールズ 1981

〔1955〕）（→第 2章）。ただしパーソンズの考えは，フェミニストや LGBT（レズ

ビアン，ゲイ，バイセクシュアル，トランスジェンダーなど。→第 8章）の権利を擁

護する人々から，性別分業に基づく核家族や性別分業型の結婚は，一見民主的

に見えるが，実際は女性や LGBTを抑圧するものであり，こうした家族・結

婚は変化する必要があると批判されている（ファインマン 2003〔1995〕；フリーダ

ン 1977〔1963〕；赤杉・土屋・筒井 2004）。

　さらに時代が進んで 1960年代の後半以降（後期近代とも呼ばれる）になると，

それまで安定的だった性別分業型の核家族も揺らぎ始め，離婚の増加や出生率
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の低下が目立ってきた。こうした変化に対してたとえばポペノーは「家族，そ

れも拡大家族ではなく，核家族（そしてその基盤である結婚）が衰退している」

と主張した（Popenoe 1988）。

　これに対しても，家族（結婚）は衰退しているのではなく，社会に適応して

変化しているのだという反論がある。ではどのように変化しているのか。1つ

めの考え方は結婚の「個人化」論である。この論によると，過去の社会ではあ

る程度の年齢になれば結婚するのがあたりまえという社会規範があり，そのた

めの社会的仕組み（お見合いなど）があったが，近年，結婚するかどうかは個

人が選択するもので周囲が強制すべきでないと考えられるようになったという。

個人化論は，「個人の自由の拡大」といったプラス面に注目するものが多いが，

ベック（1998〔1986〕）のように「リスクの個人化」（つまり個人がすべてを決定・

遂行し，失敗の責任も個人が負わねばならない）というマイナス面を強調する議論

もある。

　2つめの考え方はギデンズによる「純粋な関係性」論である（ギデンズ 1995

〔1992〕）。この論によると，過去の社会では，法や社会規範から逸脱しないよ

う，あるいは経済的利益を得るために，人々は家族・結婚といった親密な関係

を結んできたが，現代社会では「純粋な関係性」のために（つまり「その人と一

緒にいたい」など関係自体を目的にして）親密な関係を結ぶようになったという
（→第 8章）。

本章の問い

　本章では，主に 1960年代後半以降における結婚の変化に注目する。この時

期から現在に至る期間，結婚は衰退しているのか，それとも新しい社会に適応

して変化しているのか。もし変化しているとすればどのように変化しているの

か。「個人化」や「純粋な関係性」といった変化はみられるのか。こうした問

いに答えるために，結婚とは何か，どう変化してきたのか，その背後にはどの

ような社会の変化があるのかといったことについてみていく。
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2　結婚とは何か

結婚の機能

　結婚とは何か。たとえば同棲と比較すると，似ている点として，何があげら

れるだろう。たとえば，性愛によって結ばれた 2人が共同生活をすることだろ

うか。では異なる点は何か。たとえば，永続性，結婚式や婚姻届け，子どもを

もつことなどが，結婚にはあって同棲にはない点だろうか。

　ここではまず，現代日本の若者が結婚にどのような機能（役割）を期待して

いるかという点から考えよう。結婚の機能については次のような議論がある。

まず家族史の研究は，近代社会における結婚をロマンティック・ラブと呼び，

ロマンティック・ラブの特徴として，愛・性・生殖が結婚に限定されるという

点をあげている。たとえば近代より前の社会では，結婚相手のほかに愛人をも

ち，その人と性関係をもつだけでなく，子どもをもうけることに許容的である

場合や，むしろ奨励される場合があった。しかし近代になると，ロマンティッ

ク・ラブの普及により，愛・性・生殖が結婚内に限定され，結婚外の愛・性・

生殖は不適切だとみなされるようになった（落合 1989）。こうした研究から，

近代社会においては，「愛」「性」「生殖」が結婚の重要な機能であるという仮

説を立てることができる。

　また山田（1994）は近代以降の家族に期待される機能（役割）として，家族

メンバーが「お互いに情緒的満足を得たり不満を処理する責任を負うこと」と

「お互いの一定の生活水準の確保と労働力の再生産に責任を負うこと」の 2つ

であると論じている。これらはそれぞれ「愛」と「生活保障」と言い換えられ

る。山田の議論からは，近代社会においては「愛」と「生活保障」が結婚の機

能だという仮説を立てることができる。

　では，「愛」「性」「生殖」「生活保障」という 4つのうちのどれを，現代日本

の若者は結婚に求めているだろうか。図 4―1に示したように，結婚すること

の利点として男女ともに多くの人があげているのは「子どもや家族をもてる
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図 4―1　結婚することの利点C H A R TC H A R T
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　（注）　18 ～ 34 歳未婚者のうち何％の人が各項目を主要な結婚の利点（2つまで選択）
として考えているかを示す。

　（出所）　国立社会保障・人口問題研究所 2010。
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（≒生殖と生活保障）」「精神的な安らぎの場が得られる（≒愛）」「現在愛情を感

じている人と暮らせる（≒愛と生活保障）」である。つまり現代日本の若者が結

婚に期待している主な機能は，①愛，②生活保障，③生殖の 3つであるといえ

る。これらと異なり「性的な充足（≒性）」は，結婚だけに期待するものとは

考えていないようである。現代日本の若者は，結婚前の性関係に許容的である
（→本章第 5節）ことからも，こう考えることができる。

　では①愛，②生活保障，③生殖という結婚に対する期待は，時代によって変

化しているのか，また男女で同じだろうか。図 4―1で 1980年代～ 2010年の

変化に注目すると，まず男女で共通
4 4

の変化として，「子どもや家族をもてる
（生殖と生活保障）」は近年急増している。一方「精神的な安らぎの場が得られ

る（愛）」と「愛情を感じている人と暮らせる（愛と生活保障）」は近年減少傾向

にある。こうした変化は何を意味しているのだろう。たとえば「③生殖は結婚

の中でしかできないが，①愛しあうことは結婚の中とは限らない」という意識

が強まっていると解釈することも可能である。

　一方，男女で異なる
4 4 4

のは，結婚に対する「生活保障」面での期待である。男

性では「生活上便利になる」が減少しているのに対し，女性では「経済的余裕

がもてる」が逆に増加している。つまり男性は結婚において，家事という形で

の生活保障をあまり重視しなくなっているのに対し，女性は経済的支援という

生活保障をより重視するようになっているのかもしれない。

　次に図 4―2で結婚相手に求める条件をみると，まず男女で共通
4 4

なのは，「人

柄」を重視する人がもっとも多く，次いで「家事の能力」「仕事への理解」を

重視する人も多いことである。次に男女で異なる
4 4 4

のは，男性では相手の「容

姿」を重視する人が女性よりやや多いのに対して，女性では相手の「経済力」

や「職業」を重視する人が男性に比べて圧倒的に多いことである。このことか

らも，先述と同様に，結婚における「生活保障」には性別分業があり，稼ぎ主

役割は主に男性に期待され，それに対する未婚女性からの期待が近年特に高

まっているといえる。この点に注目すると先に紹介した「純粋な関係性」論は，

現代日本では必ずしも当てはまらないといえる。
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制度としての結婚

　次に制度という面から結婚とは何かについて考えよう。文化人類学者のス

ティーブンス（1971〔1963〕）は，永続的であるという観念をもって企図され，

公に披露されることをもって始まる，社会的に適法な性的結合で，多かれ少な

かれ明示的な契約に基づいており，その契約は当事者間の権利・義務を明示す

るもの，と結婚を定義している（善積 2009）。つまり結婚とは，①性的結合，

図 4―2　結婚相手の条件として考慮・重視すること（1997 年と 2010 年）C H A R TC H A R T
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　（注）　対象は「いずれ結婚するつもり」と答えた 18 ～ 34 歳未婚者。設問「あなたは結婚相
手を決めるとき，次の各項目について，どの程度重視しますか。それぞれあてはまる番
号に○をつけてください」（1. 重視する 2. 考慮する 3. あまり関係ない）

　（出所）　図 4―1 に同じ。
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②持続的関係性の観念（たとえば「死が 2人を分かつまで愛し合うことを誓う」と

いった観念），③社会的に適法な性的結合（たとえば多くの社会で近親者間の性関係

や結婚を禁止する規範があり，これをインセスト・タブーと呼ぶ。ただしどの範囲を近

親婚としてタブー視するかは社会によって異なる。現代日本で法的に禁止されているの

は，直系血族〔親子，祖父母と孫など〕，三親等内の傍系血族〔兄弟姉妹間，おじ姪，

おば甥〕，直系姻族〔義理の親子〕，養親とその直系尊属，養子とその直系卑属の結婚で

ある。しかし『古事記』や『日本書紀』には王族・皇族において異母兄弟姉妹婚やおじ

姪婚の例が数多く記載されている），④社会的承認（たとえば親族・近隣の人・友人・

仕事関係者などを前にして行う結婚式や，婚姻届を役所に提出して戸籍に登録すると

いった公的な結婚登録など），⑤社会的に明示された当事者間の権利・義務（たと

えば日本の現行家族法によると，夫婦には同居，協力，扶助といった義務があり，当事

者の合意なくこれに違反すると法律に基づいて同居請求や婚姻費用の分担請求ができる

など），といった要素によって定義できる。

　上記のような結婚の要素は，同棲と比較するとどの点が似ており，どの点が

異なるだろうか。結婚と同棲は，①性的結合という点では似ている。しかし②

持続的関係性の観念は，同棲ではそれほど強くないことが多いし，③社会的に

適法ということも，同棲ではそれほど強く求められない（たとえば近親者間にお

いて，内縁関係は公的に認定されうるが，婚姻届は受理されない）。さらに④社会的

承認や，⑤権利・義務の社会的明示といったことも，同棲では行われないこと

が多い。つまり③④⑤の要素は，結婚が単なる私的な関係ではなく，公的な関

係，いわば制度であることを示している。

　ではなぜ結婚においては，③どのような関係を結婚と認めるかを法的に定め，

それを④社会的に承認し，⑤当事者間の権利・義務を法律で定めるのか。二宮
（2007）は次のように説明している。先にみたように家族には，「愛」「生殖」

「生活保障（子どもの世話・教育も含む）」といった重要な機能がある。これらは

家族にとって重要なだけでなく，社会にとっても人口の維持，労働力の再生産，

文化の伝承と保持，社会の安定化などを意味し，家族がこのような機能を果た

さないと社会は成り立たない。そこで社会（近代社会では国家）は，家族を形成

する基礎となる結婚を，単に私的な関係ではなく法律上の制度とし，③どのよ

うな人が結婚できるかを定め（たとえば婚姻適齢，重婚や近親婚の禁止など），④
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